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ケアラーを取り巻く状況 
 

１ 人口・世帯構造等に関する状況 

（１）人口減少の進展 

全人口及び 64 歳以下の人口は減少に転じる一方で、65 歳以上の人口は増加傾

向にある。2010 年では兵庫県人口 5,556,205 人のうち、15 歳未満は 13.7％

（759,277 人）、15 歳以上 64 歳以下は 63.3％（3,515,442 人）、65 歳以上は 23.1％

（1,281,486 人）であったが、2025 年では兵庫県の推計人口 5,269,000 人のうち、

15 歳未満は 11.1％（584,859 人）、15 歳以上 64 歳以下は 58.5％（3,082,365 人）、

65 歳以上は 30.4％（1,601,776 人）となっており、人口減少と少子高齢化の進展

が予測されている。 

図 1-1 兵庫県の将来人口の見通し（年齢３区分別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2015 年までは、兵庫県「統計書累年データ(H28)」実績値、2020 年以降は、国立社会

保障･人口問題研究所「人口統計資料集(H30)」推計値による 

 

（２）世帯規模の縮小 

世帯当たりの人員数は、1950 年代以降減少傾向にあり、2035 年（2.22 人）には

1950 年（4.64 人）の半分以下となる見込みとなっており、世帯規模の縮小が進展し

ている。 
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資料２ 

※国勢調査結果公表後に更新予定 

※国勢調査結果公表後に更新予定 
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図 1-2 兵庫県の平均世帯人員の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2015 年までは、兵庫県「統計書累年データ(H28)」実績値、2025 年以降は、国立社会

保障･人口問題研究所「人口統計資料集(H30)」推計値による 

 

（３）地域でのつきあいの希薄化傾向 

   平成 25 年度は、地域での付き合いがないと感じている人の割合が３割弱であ

ったが、平成 26 年以降は、３割を超える住民が地域での付き合いがないと感じ

ている。 

図 1-3 地域での付き合いがない割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府の「社会意識に関する世論調査(R2)」を基に作成 
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（４）県内人口の偏在化 

  人口減少のスピードは、都市部では比較的緩やかな一方、郡部は非常に早く、上郡町、佐

用町、香美町、宍粟市で2015年から2030年の間に25％以上減少すると推計されている。 

図 1-4 県内における都市部と郡部の人口減少率と市町別人口減少率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 高齢者に関する状況 

（１）高齢化の進展 

   高齢者人口、高齢化率ともに増加傾向にあり、2025年には高齢化率が３割に達する見

込みとなっている。とりわけ、75歳以上人口が増加している。 

図 2-1 兵庫県における高齢化の推移と将来推計 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：平成 12 年、22 年、27 年は国勢調査、令和 2 年：兵庫県「高齢者保健福祉関係資料」、令和 7 年、22 年：国立社会
保障･人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を基に作成〔兵庫県老人福祉計画(R3)データより〕 
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出典：「兵庫 2030 年の展望」(H30)関連資料より 

（県･ビジョン課推計） 

出典：「兵庫 2030 年の展望」(H30)関連資料より 

国立社会保障・人口問題研究所 

   「日本の地域別将来推計人口」(2018)を基に県･ビジョン課作成 
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（２）地域別の 75 歳以上人口推移 

   75 歳以上人口の割合は全県的に増加傾向にあり、北･西播磨、但馬、丹波、淡

路地域の郡部においては、令和 2 年には 18％を超えており特に高くなっている。 

図 2-2 兵庫県内の都市部と郡部における 75 歳以上人口の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：高齢者保健福祉関係資料（県･情報事務センター）を基に作成 
 

（３）要支援･要介護認定者数の増加 

   要支援･要介護者数の増加が続き、とりわけ 75 歳以上人口の増加を背景として

要介護２以上の割合は増加傾向にある。 

図 2-3 兵庫県の要支援･要介護認定者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：兵庫県老人福祉計画(R2) 
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（４）認知症高齢者数の増加 

   認知症高齢者数は、2020 (令和２) 年時点で、認知症の人が約 27～29 万人（高

齢者の約 17.2％～18.0％）、 2025 (令和７)年には約 31～34 万人（高齢者の約

19.0～20.6％）になると見込まれる。 

図 2-4 兵庫県の認知症高齢者数の推計 

 

出典：兵庫県老人福祉計画(R2) 

 

（５）高齢者虐待の状況 

   養護者による高齢者虐待（虐待と認められた件数）については、近年、減少傾

向にある。 

図 2-5 兵庫県の養護者による高齢者虐待件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：県･高齢政策課調べ(R2) 
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３ 子どもに関する状況 

（１）少子化の進展 

   平成 16 年以降、兵庫県の合計特殊出生率は上昇傾向にあったが、平成 27 年度

以降は、出生数の減少は続いている。 

図 3-1 兵庫県の出生数、合計特殊出生率の推移

 
出典：厚生労働省「人口動態調査」を基に作成 

 

（２）ひとり親世帯の状況 

   母子世帯と父子世帯を合わせた兵庫県のひとり親世帯は、平成12年（31,271世帯）

から平成27年（37,442世帯）で19.7％増加しているが、近年は減少傾向にある。 

図 3-2 兵庫県のひとり親世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査を基に作成 

64,642 

82,500 

91,169 
86,839 

68,677 

61,332 

53,916 
51,947 

54,455 

47,273 
47,834 

44,016 
41,606 

39,713 

38,043 

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

2.2

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

1
9
6
0年

1
9
6
5年

1
9
7
0年

1
9
7
5年

1
9
8
0年

1
9
8
5年

1
9
9
0年

1
9
9
5年

2
0
0
0年

2
0
0
5年

2
0
1
0年

2
0
1
5年

2
0
1
7年

2
0
1
8年

2
0
1
9年

昭和

35年

昭和

40年

昭和

45年

昭和

50年

昭和

55年

昭和

60年

平成

2年

平成

7年

平成

12年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

兵庫県出生数 全国合計特殊出生率 兵庫県合計特殊出生率

27,398 
34,692 34,912 33,927 

3,873 

4,079 3,785 3,515 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

母子世帯数 父子世帯数

（人） （％） 

（世帯） 

31,271 

38,771 38,697 
37,442 

※国勢調査結果公表後に更新予定 
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（３）児童虐待数の増加 

   児童虐待相談件数及び一時保護件数は増加傾向にあり、市町及びこども家庭セ

ンターが受け付けた児童虐待相談件数は、平成 28 年（8,661 件）から令和２年度

（19,139 件）に 2.2 倍となっている。 

図 3-3 児童虐待相談受付件数の推移（神戸市含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：県･児童課調べ(R3) 

 

４ 障害者に関する状況 

（１）障害者数の増加 

   障害者数は年々増加し、令和２年３月末現在の障害者数は、344,349 人であり、

その内訳は身体障害者手帳所持者 238,083 人、精神障害者保健福祉手帳所持者

50,143 人、療育手帳所持者 56,123 人となっている。 

図 4-1 兵庫県の障害者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：県･障害福祉課調べ(R2) 
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（２）障害者虐待の増加 

   令和元年度に虐待の相談･通報･届出の件数は 432 件あり、平成 28 年度（310

件）から 39.4％増加している。なお、障害者虐待の相談･通報･届出件数のうち、

大半が養護者によるものとなっている。 

図 4-2 兵庫県の障害者虐待の相談･通報･届出件数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：県･障害福祉課調べ(H29) 

 

５ 生活困窮者に関する状況 

（１）生活保護受給者の状況 

   兵庫県の生活保護受給世帯数は、被保護世帯数は、近年はやや減少傾向で推

移しており、令和元年では 78,881 世帯、全国(1,635,724 世帯)の約 4.8％を占

めている。 

図 5-1 兵庫県の生活保護受給世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「被保護者調査(R2)」を基に作成 
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（２）生活困窮者自立支援法施行状況 

   必須事業は全市で実施されている。また、任意事業は、事業によりやや隔たり

があるものの実施市数は着実に増加している。 

図 5-2 兵庫県内の生活困窮者自立支援法施行状況（令和 2年度） 

事業名 県内実施市数 

必須事業 
自立相談支援事業 ２９市 100％ 

居住確保給付金 ２９市 100％ 

任意事業 

就労準備支援事業 ２０市 69.0％ 

一時生活支援事業 ２４市 82.8％ 

家計相談支援事業 １３市 44.8％ 

学習支援事業 １１市 37.9％ 

出典：県・地域福祉課調べ(R3) 

 

（３）生活困窮者自立支援法による自立相談支援事業に関する支援状況 

  必須事業である自立相談支援事業の相談件数は、令和元年度までは横ばいで推

移していたが、令和２年度は新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、前年度の約

4.5 倍に大きく増加している。 

図 5-3 兵庫県の自立相談支援事業における相談件数の推移（政令･中核市含む） 

 

出典：県･地域福祉課調べ(R3) 
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（４）自殺者数の状況 

   令和２年の兵庫県内の自殺者数は 888 人と５年連続で 1,000 人を下回ったが、

対前年比 11 人増（1.3％増）となっており、依然として多くの人が自殺により亡

くなっている。 

図 5-4 自殺者数の推移 

 
出典：警察庁資料を基に作成(R2) 

 

（５）複合課題の実態 

   生活困窮者自立支援制度の自立相談支援機関における新規相談者の抱える課

題は、経済的困窮をはじめ多岐にわたり、複数の課題を抱える者が半数を超え

る。 

図 5-5 生活困窮者が抱える複合課題の実態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省資料〔「地域包括ケアの深化、地域共生社会の実現に向けて」(H30)〕 
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６ 権利擁護に関する状況 

（１）日常生活自立支援事業契約件数の増加 

   契約件数は増加傾向にあり、令和 2 年度（1,169 件）は平成 24 年度（719 件）

の約 1.6 倍となっている。 

図 6-1 兵庫県の日常生活自立支援事業契約件数の推移 

 
出典：兵庫県社会福祉協議会調べ(R3) 

 

（２）権利擁護支援センター等の設置市町数の増加 

   権利擁護支援センター及び成年後見支援センターを設置している市町数は増

加しているものの、令和 2年では県内の約 51％（県内 41 市町中、21 市町）にと

どまっている。 

図 6-2 権利擁護支援センター等設置市町数の推移 

 

出典：兵庫県社会福祉協議会調べ(R2) 
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７ 活動主体（地域住民、ＮＰＯ法人等）に関する状況 

（１）ＮＰＯ法人の増加  

   兵庫県内のＮＰＯ法人数は増加傾向にあり、令和２年には 2,206 団体となり、

平成 20 年（1,386 団体）の約 1.6 倍となっている。 

図 7-5 兵庫県の認証されたＮＰＯ法人数の推移（神戸市所管の法人を含む） 

 
出典：県･県民生活課調べ(R3) 

 

（２）「民生委員･児童委員の充足率の低下 

   ３年毎の一斉改選時における現員数および充足率はともに減少傾向にあり、平

成 19 年の一斉改選時の充足率は 98.1％であったが、令和元年の一斉改選時には

93.2％にまで低下している。 

図 7-7 兵庫県の民生委員･児童委員数の推移（一斉改選時、政令･中核市含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：県･地域福祉課調べ(R3) 
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